











































　本ケースでは、主たる開発者（プロジェクトリーダ）が  名、開発補助者が  名の 2 名体制であった。開発補助
者のプログラミング歴は 2 ～ 3 年程度と初心者に近いものであった。そのため、社内での仕様決めや機能設計、ソ
フト品質保証等、ほとんどの業務についてプロジェクトリーダが責任者となっていた。プロジェクトリーダは C/



















　対象システムは全て、医療施設で使用される PACS（Picture Archiving and Communication System）に関する


















　本ケースでは、システム開発部員として 7 名が所属していた。各部員のプログラミング歴は 0 年以上と全員の
経験は豊富であった。そのため、社内業務は各人で責任をもって分担することが可能であった。社内での使用言語
は C/C++ と C# が主であり、ウェブ利用のシステムでは PHP を利用することもあった。これら言語の差はシス
テム機能によって使い分けられていた。C/C++ は主に画像の表示高速性が必要なビューア系システムで採用され













4. ケース 3：中人数の開発環境、多品種の情報システム 








置制御を実現するためにシーケンス制御専用の PLC（Programmable Logic Controller）を①と②の実装において
採用している。一方③の検査部では、画像撮影に付帯する各種デバイス制御や画像処理等が複雑にからみ、また非








　本ケースでは、システム開発グループとして 9 人が所属・関係していた。内 7 名が専任であり、2 名は業務負荷
の状況により応援という立場であった。2 名（グループ A）は、ソフトウェア設計・プログラミング能力に関して
一定水準以上を超え十分な域に達していた。2 名（グループ B）は装置製作に関する経験は 0 年以上と一定水準
以上を超え十分な域に達していたが、単独で一定規模のソフトウェアを設計・製作する能力を有してはいなかった。
 名（グループ C）は装置製作に関する経験は無く、また単独で一定規模のソフトウェアを設計・製作する能力を
有していなかった。2 名（グループ D）はソフトウェア設計・プログラミング経験は 0 年以上と豊富であったが、
単独でソフトウェアを設計・製作することが可能なレベルに達していなかった。残る 2 名（グループ E）の内、
名は経験年数が 3 年程度であり、残る  名は中途入社直後という状況であった。社内での使用言語は主に C# であ
った。一部処理の高速性が必要なモジュールについては C/C++ で実装する部分が存在した。教育面ではグループ











































たケース 2 のような企業が新規に事業を拡大してゆく時はケース 2 への人員増強だけでなく、ケース  のようにシ
ステム内部をすり合わせ的に開発する選択肢も存在する。
　ケース 3 のように対象技術者は一定数在籍するが技能にばらつきを有する場合、ケース 2 のように各システムに
 人ずつ技術者を分担させることは、開発速度やシステム品質保証の面から考えても妥当ではない。そのため高カ
スタマイズ製品であるか否かに関わらず、最初からモジュール型＆業務標準化によるシステム開発方針を選択する
必要がある。モジュール型＆業務標準化のシステム開発方針を選択することのメリットには、すり合わせ型のシス
テム開発方針と比較して、人的リソースを増強させてゆくことで品質を一定に保ったままより多くの案件を受注す
ることが可能になることである。案件の増加によって、規模の経済や経験曲線といったコスト抑制戦略を有効に活
用することが可能となる。一方で、業務標準化により技術者技能に対して一定以上の技能が身に付かないという成
長の壁が生じてしまうというデメリットが生じる。この問題を少しでも解消するためには、企業内の他事業にて一
定のすり合わせ型のシステム開発方針を採用し業務ローテーションを実施することで、技術者技能の深化を推進さ
せることも必要であると考える。ただし前川製作所 2）のようにすり合わせ型の製品開発を特徴としている大企業
も存在するため、企業規模が大きいからといって必ずしも業務分担化・標準化の開発方針だけが選択となるとは限
らない。
6. おわりに
　本稿では、企業の規模や取扱製品が異なる 3 つのケースを取り上げた。また情報システムの開発方針の選択につ
いて比較分析した。中小企業では人的リソースにより事業の拡大は制限されるが、開発方針の選択肢は残されてい
る。人的リソースが乏しい間は一定の開発方針を継続して選択し続けてゆく必要がある。企業規模・技術者数が増
加してゆくにつれて、様々な開発方針を逐次選択してゆくことが可能となる。企業成長のある時期から企業は自身
の規模により業務の分業化や業務の標準化が推進される。しかし、それ自身が制約となるため、適宜最適な開発方
針を選択することは困難となってゆく。この様な企業の内部・外部環境に基づいたシステム開発方針の選択は、単
独のシステム開発プロジェクトに限定せず、システム開発方針のポートフォリオとして全体を俯瞰する分析とマネ
ージメントも重要ではないかと考える。
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